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１．はじめに

近年、ビッグデータやIoT、AIなどのICT関連技術

を導入したスマートシティの取り組みが世界的に進

められている。本研究では、我が国の都市が抱える

様々な問題解決に向け、これらの技術を活用した都

市の再構築方策について基礎的検討を行っている。

２．スマートシティを構成する技術

ICTを活用したスマートシティを構築するための

技術的要素（図）として、都市の状態を把握するた

めのセンシング技術のほか、これらのデータを管理

し情報をやり取りするためのデータベースや通信ネ

ットワークが必要となる。さらに、これらの技術を

統括して都市を運営していくためには、都市のオペ

レーティングシステム（都市OS）が重要であり、こ

れにはスペイン・バルセロナで導入されている

CityOSや、デンマーク・コペンハーゲンのUOSなどの

事例がある。

図 スマートシティを構成するICT技術の構成

３．スマートシティに関する日韓共同調査

国総研都市研究部は、研究協定を結んでいる韓国

国土研究院と連携して、平成30年11月から平成31年1

月にかけて、日韓のスマートシティの技術動向の現

状を把握するための共同調査を実施した。

日本のスマートシティは、これまでは環境やエネ

ルギー分野を中心とした分野特化型であったが、最

近は分野横断型の取り組みが注目されている。分野

横断型スマートシティの国内事例としては、千葉県

柏市の「柏の葉スマートシティ」、神奈川県藤沢市

の「Fujisawa SST」などが挙げられる。柏の葉では、

国内では珍しく公道をまたいだ電力需給が実現して

いるが、エネルギー分野だけでなく防災や健康、起

業支援など多様な分野の取り組みが行われている。

韓国では、現在、仁川や世宗、釜山などの都市で

スマートシティとしての新たな都市開発が大規模に

行われている。韓国のスマートシティの基本となる

技術は、CCTV（Closed Circuit Television）を活用

した状況把握と、デジタルサイネージ等による交通、

防犯、防災等に関する情報提供である。これらのサ

ービスに必要な情報通信インフラは、国や地方公共

団体が独自に整備している事例が多く見られた。

また、管制センター（写真）では、職員がリアル

タイムでCCTV映像を監視しており、警察や消防とも

連携しているため、事件・事故、災害などが発生し

た際は、迅速な対応がとれる体制となっている。

写真 CCTVの管制センター（韓国：仁川）

４．おわりに

本研究の成果は、平成31年度末に取りまとめる予

定であり、我が国の新しいスマートシティ構築に向

けた技術的知見として活用されることが期待される。
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１．はじめに 

1960～70年代の高度経済成長期に開発された郊外

低層専用住宅地では、居住者の超高齢化が進み、低

層の良好な居住環境の保全を目的に策定された地区

計画等の建築制限が、住宅地の持続性を求める地域

ニーズに合わないケースが発生している。本研究で

は、地域における制限緩和ニーズや行政対応等の把

握のため、地方公共団体アンケート調査を実施した。 

２．地方公共団体アンケート調査結果 

アンケート調査は、第１種・第２種低層住居専用

地域で地区計画または建築協定が策定・締結され一

定年数を経過した地区を複数有する46の地方公共団

体に対し、平成28年2月及び平成29年2月に実施した。 

 地域から緩和要望の多い制限項目は、敷地面積の

最低限度（64.3％）、建築物等の用途の制限（57.1％）、

容積率の最高限度（28.6％）、建ぺい率の最高限度

（21.4％）が多く挙げられている（図１）。これら

緩和要望の主な理由と背景は、居住者の高齢化に伴

う生活支援施設（買い物、福祉、介護）の導入や、

土地売却、若年層等の流入を促すための敷地分割、

共同・長屋住宅の建設等のニーズが指摘されている。 

地方公共団体が緩和手法の活用にあたり、地区計

画等の都市計画制度・建築制度やその運用改善につ

いて期待することは、「ケーススタディ、取り組み

事例の紹介」（61.3％）が最も多く、地方公共団体

間の情報交換の機会が求められている。次いで「標

準的な緩和手続きの提示」「緩和要件の提示」「緩

和の影響を評価するツールの提供」「緩和手続きの

簡略化」と続く（図２）。 

３．おわりに 

調査結果は、国の「住宅団地の再生のあり方に関

する検討会」でも活用された。住宅団地の再生にお

いては、まちづくりルールの再構築による良好な住

環境の保全・創出は重要課題の一つであり、今後、

一層の取り組みが期待される。 

☞詳細情報はこちら
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写真 郊外低層専用住宅地の例 
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図１ 地域からの制限緩和要望の項目（複数回答） 
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図２ 緩和手法の活用にあたり、都市計画制度・建築制度や 
その運用改善について期待すること（複数回答） 
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